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産業構造の変化企業合併と

巨大企業の経済力集中*

夫
小
四
国
側持井

I はじめに

本織の目的はきいわゆる一般集中がどのよう

よって変動するかを明らかにすること

る。わが題の一般集中の動向は，表-1の

ように，たとえば，製造業におけるよ泣 100

の売上高集中度で測ると， 1950年代は大橋に器

下したが， ぞれ以後現在にいたるまで20

は， 30%強の水準で緩めて安定的な横遣い状態

いているむまた，従業者援模で、測ったジニ

係数は，事業所の鏡模分布でも，企業の規模分

布の場合でも，測定期宿やはぽ安定機這し

である。

表一 l

ヱド稿では，一般集中の変動に影響を及ぼすさ

まざまな要密のうち，産業構造の変化と，

合併を取上げて考察する。かつて，エイデルマ

ン (3Jが，院大企業のターンオーパーの変動

として， これら 2要因を考えた。本橋で

は，それら合一般集中の変動喪国として用いる

こと十こする。

以下では，第II

とその測定方法について述べ，第m節で一般集

中の変化に寵する従来の研究をレビューする。

第W館ではR.マ予スによる定式仕に基づき

ら分析の方法と，実証分析に用いる統音デ

タの説明を仔ない2 第V節でその綴莱を紹介

する。

立 と

その挺定方法

メイソン (29J(pp. 

17~19) によれば，どのような領

域の経清力集中会測定するかによ

* ;$::織の作成にあたり， :2主総レフェ v ならびに議詩集者〈武藤博選，穏f量生存ニの荷氏〉よち懇切な辺メント ~r震いたc 深く
塁塁~致します。本務め作成に関連して，筆者応日本経務研究奨勘案才i3Ilより助成を受けたこときど記して諮13誌を表わす。
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つ¥... と一般集中とに

と;ヱ，

いて，上位の少数企業が占有する

において践大企業が経済資

源ないし活動を支配する程度を示す指標であ

る。

ノご-9=ミーンズご 7J Cp. 40)は， 1930年

1月 1B現夜の非銀行業の最大 200社〔総資産

額で11摸i立会議設〉は，アメヲ?与の全株式会社の

富の49.2%.事業用の寓の38.0劣を支配してい

ることを明らかにしたo dらに，この 2∞
純所得占有率は. 1920年から 23年ま

33.5%から， 1926年から29年までの平均持.7%

へと，大憾に上昇していることも明らかにし

た〔パーヲヰミーンズ C7J Cp.46第 4表))。

彼らの研究は，その後のアメザカの集中度統計

の出発点になったといわれている。設らは，こ

の資料をもとにして， i競争はその性搭を変え

た。そして，現在の謹情勢に適用され得る語原

理弘主主こる競争単位体が，より小捜模豆つ多

数であった時代に適用された諸原理とは根本的

ったものである。j

けJCp.55))と述べ，

および独占の理論の重要性を強調

しかし，その後，産業組織論では，産業集中

を取り上げて分析する鎮向が支配的になってい

た。ベイン [6J，エイデルマン [4]，スディ

グラー [35Jおよびケイゼンヨ切などがその

る。設らによれば，産業集中は，

持壁の高きや生産物議別化の程震など，他の市

場構造諸要悶を議終的に長狭し，

競争ないし独占の程震を現

し，一般集中は，個有の建築における競争また

は，独占の程度と直接関係をもたなL、 1閣の

経済構造に関するひとつの指標であり，それ

は 1国の3蓄の議在を的確に示し経済的・政

治的畏主主畿の維持と密接な関係会もつものと

理解ざれてきた〈ベイン C6 J Cpp. 83-94))。
ケイぞン [20Jは，一般集中をど「社会経済の構

〈“役le部 ciaI脚economicstructure of the 

society")としろ期間で説明し，一般集中と

業の競争と

の代表的研究者が，

として発展してきたことに関連し

ていると考えてし巾、だろう o つまり，伝統的な

らの部分均衡論的接近在受け継いでいると

患われるからである。

産業集中が競争ないし独占

をもつのは，産業集中と

との闘に密接な相関関係が存主とする場合であ

る。ところが，そのような密接な関係は，

おり，それに伴っ

る認識が高まってきた。そ

の療器は，主にふたつあるように思われる。第

lは，一般集中を経済力集中としてとらえ，iE:

る影響を重視する

であり，第2は，従来からいわれてきた

ように，一般集中の増大に伴なう

会的・政治的支配力の甚大に関ずる筆書簡であ

は，巨大企業が醸民経済全体

したことから生じ

り，このことは，たとえ一般集中が

低下しても，そのま数獲伎は余り減少さわしないも

一般集中の経済カ集中と

しながら，上述した第 1の要

霞について，一般集中の護主要性が認識されてき

，もう少し詳総に検討しよう。

経善寺力集中の指標として一般集中をとらえ，

る根艶は，ふたつ

に区分して考えることができると怒われる。第

1は，産業集中と一般集中を切りはなして，一

毅集中の競争への効果を認める方法であり，第

との襲速で，一般集中の重要性

lの効果lが震設され

るようになったのは，企業の多様化の進藤とい

う事実による。とりわけ，アメヲカにおけるコ

ングロ マリット合併に伴なう一般集中の上昇

の変動とは無関係に生じたため，

るのに大L

ますこ，巨大企業は株式保有や協調融資に

よって，多数の企業安系苑化ない る

質向も富立ってきている。このような行動は，

特定産業の産業集中を増大さぜないが，豆大企
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業の産業への影響力を増大させることになる。

第 2の産業集中と関連させて，一般集中を重視

するアプローチは，いわば，産業組織論の発展

と関係があるといっても L、L、かも知れない。ふ

たつの集中指標を理論的に厳密に結びつけたわ

けではないが，巨大企業の各個別産業での地位

を分析することによって，事実として産業集中

と一般集中とが関連していることを明らかにし

た研究に， アットン [36J，馬場[5 Jおよび

安喜 [38Jがある。これらの研究は，巨大企業

は個別産業においても市場支配力を行使しうる

立場にあることを検証したものであり，巨大企

業は産業集中を通しでも，競争に影響力を与え

ることができることを示したと解釈してL、L、だ

ろうの。

以上のような，多様化・集団化・系列化の進

展と L、う事実，また，産業集中と一般集中を結

びつけようとする産業組織論の発展によって，

従来のように産業集中のみで分析することの不

十分さが明白になり，それを補完するものとし

て一般集中の重要性が認識されるようになって

き7こ。

周知のように，集中指標は，企業数と企業の

規模分布を総合的に表わすものとして用いら

れてきた。その測定指標には，絶対的集中指標

と相対的集中指標がある。絶対的集中指標と

は，特定の少数企業(産業集中では，たとえば

3ないし 4社，一般集中では100社， 200社等〉

への経済資源や活動の集中状況を表わし，相対

的集中指標とは，相対化された企業数比率に，

どの程度の経済資源ないし活動が集中している

かを示すものであり，一般的には企業規模分布

全体をひとつの指標で表わす場合が多い。たと

えば， エントロピー， ジニ係数，パレート係

数，ハーフィンダール指数など多数ある 3)。産

業集中の場合もそうであるが，とりわけ，一般

集中の場合には，絶対的集中指標が多く用いら

れてきた。この指標は，累積集中度曲線上の 1

点を競争の程度の代表として取り上げ，他の情

報はすべて無視してしまlうため，理論的には相

対的集中指標よりも劣ると考えられている。し

かし，実際上データの入手と計算が容易である

だけでなく一般に理解しやすいこともあり，

多くの研究で採用されてきた。表 1で示した

通り，絶対的集中指標である上位 100社集中度

と，相対的集中指標であるジニ係数のオーバ

ー・タイムの動きは，最近20年聞をみれば大き

な差違はない。本稿では，一般集中の指標とし

て売上高で測った上位 100社集中度を用いるこ

とにするペ

E 従来の研究のレビュー

前述したように，一般集中の変動を説明する

要因として産業構造の変化と企業合併を考える

が，この種の問題については，現在までのとこ

ろ少数の研究を除いて，ほとんど着手されてこ

なかった。とりわけ，産業構造の変化による一

般集中の変動については，参考文献を発見する

ことができなかっ7この。

(i) 産業成長率と巨大企業の規模変化

産業構造の変化を統計的な数字で示そうとす

る場合，ひとつの方法は，各産業のシェアの異

時点聞の動きをみることである。もうひとつの

方法は，考察対象期間中の各産業の成長率の産

業聞のバラツキをみることであろう。

フリードランド[13Jは，産業の需要成長率

と巨大企業の絶対的成長率との関係を分析して

いる。彼は， 1906， 28， 50年の 3カ年の製造業

上位50社を対象にして，この50社を 2桁分類産

業に区分し，各々の産業に属する企業の総資産

合計の変化率(巴〉と各産業の製造業全体に占

める売上高シェアの変化率 (X) との関係を計

算した。結果は次のようであった。

1906-28年五=2.021+L 390 X 

1928-50年五=1.066+1. 051 X 

巨大企業の成長率のうち，産業需要の成長率に

よって説明される部分は， 1906-28年=76%，

1928-50年=64%であった。しかし，このこと

は両者に相関関係があることを示しているので

あり，因果関係については明らかになっていな

L 、。



1955…73年の罰に14.6%ポイント

そのうち 5.9%ポイント

てき主じたものであるという。このように，アメ

リカの研究例では，企業合併は一般集中にかな

り援護答な影響を与えていたことが示されてい

る吾〉。

イギリスに践する研究としては，ア… P ノピ

ソーヤー[1Jとハナコぉケイ(14Jが発

ここでは，ハナ=ケイの研究の要点

ることにする。ハナ出ケイ

は，イギリス製造業の上位50，100， 200および

5∞祉が， 主要企業(1957年の場合 1182社，

1969年には 744社〉に占める総資産シ品プの変

動を， 1957-69年にわたって灘定

2のとおりである。土佐50社のシ品プは，

12.2%ポイント上昇した。上位 100，200， 500 

をのシ zプも，それぞれ， 14.8%ポイン人

13.2%ポイント， 8.1%ポイント

している。そのうち合併によるシ且アの

は，上位50社=14.2%ポイント， 100社訪問.2

%ポイント， 200社ロ13.6%ポイント，そして

500社出8.4%ポイントであった。シ zブ

対する合併の寄与;度は，それぞれ50社口116.4

%， 100社口102.7，)ふ 200社=103.0弘 500社

=103.7，}ぎと，いずれもl∞%をこえている。上

位50社以外では，対象金業数の差から異なった

結果は得られない。合併の寄与度はほぼ問ーで

ある。このように，合併は一般集中の上昇に緩

めて大きな効果をどもっていることが実証さFれて

いる。もし，企業合併が行なわれず，

のみで、規模拡大が行なわれたなら，この期間中

シ品アは，低下していたことに

1

1

i

i
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フリードランドの研究はヲ産業構造の変化に

よって，産業シ広ブが増大した産業に所露する

競大企業程，その成長率は高いことを明らかに

している。このように，産業構造の変化が，巨

大企業の成長に及ぼす効巣の3重要性と，もし産

シ品アが増大する産業に舷大企業が多く属し

ておれば，巨大企業への経済力集中は進展する

ことを示唆している。

1983.3 

ァチ

かなり以前になるが， リントナ…ヱョパッター

ズ [26Jは，製造業と盤工業について， 1940一

昨年の期間に，企業合併によって，上位500社

およびl∞0社のジニ係教が，どのように変化し

たかを計算している。得られた結果は，合併に

よって豆大企業罰の不均等性は増大したが2 そ

り大きなものではなかった，という

ことである。

ボンド [9Jは， アメリカの製浩業上位200

社合対象に，合併によって獲得された総資産

が，当該期間中に200位以内にランクされた企

業の総資産会計に占める比率さと計算している。

1948-53年=4.6%， 1953-58年日 15.7弘

19.2%， 1963… 68年 17.1%と，

5年鰐は，わずかに低下しているが，議

勢的には合併の重要性が増大してい

されている。

ザッグガパン (30Jは，アメリカ

の上位100社と200社の総資産集中は， 1950-60 

それぞれ3.4%ポイントと 5.4%ポ

したが，そのうち合併によ

は，それぞれ2.5%ポイントと3.5%ポイントで

あったとし、う許算結果を示してし喝。

ブレストン [31]は， アメリカ製議案上捻

200詮の 1954-68年の期間におけるシ思アの増

大は， 11.4%ポイントであったが，そのうち 3

%ポイントが，この期間中200社に存続した企

よる合併によって生み出されたものである

ことを示している。

レオナ…ド (27Jも，アメリカ

高瀬泣による上龍200廷の総資産

なる7)。

企業合併と一般集中の変動(iO 

表 2

上位 50社(%)
上位 100社(%)
上位 200社(%).• 
上位500社(予約

企業委主〔紋 1.182

主主奈〉ハナ 1 ケイ (14) (P.喜6)多喜6-1室長。
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;企業委主制!

主主)M=合併による変化， I 
t己主持〉草野庄司引くp.38)熔V. 2 

1E業主毘機

X1 

Vil ・・..Vij ・ViM X. 

t住吉持〉マリス浅草)(p.76)第 2-2表。

[34Jはz ハナz ケイの分析方法に基づ

いて，わが誼の製造業における一般集中の変動

と企業合併との関係者ど分析している。計算結果

は，表-3のとおりである。 1962-67キの期間

において，合併が一般集中上昇に大きく業離

したが， その後は，効果は小さくなり，特に

1972-77年においては，ほとんど間らの効果も

もたなくなっている。この分析では，対象期罷

ごとに対象企業数が異なっているが，新庄論文

では， 1962-77年の期潤を， 886社で画定した

企業数でもって行なった分析結果も示されてい

る。結果比表-3とほぼ同様であった。わが

~においては，企業合併は一般集中の変動に大

きな効果を及ぼさなかったということができる

ようである。

日f 分折方法と統計データ

C i) R.マリス [2むの定式イとの応用

…一一般集中を変動させる護憲盟

リス

4iま，多様化した企業からなる経済

“Conglomerate Worldづに

おいて，一般集中と

うるようにマヲスが工夫し

的j a，第 i番目の企業が第 j番問

した額を表わす。名産業について合計し

た総額あが，第 i番援の企業規模である。マ

リスの用語では，企業規模は自らの支配下にあ

る「準企業JC“quasi兎ηn") が生産した各製

品の生漆額の合計として溺られる。第j番目の

産業の規模れは，むりを iについて

ものである。すなわち，第j番目

る「準企業jの生産額の合計である。 Gは，対

象部門全体の規模である O

4においては，各個別臆業における

たとえば，第 l産業の場合 V';l の競模

分布ないし Y1 に対する上位数社の Vil

言十の比率で示される。 他方， 一般集中は， ぷ

の競模分布ないし， Gに対する上位企業のお

で表わされる。もちろん，表 4

のように，各産業がすべて N 社の「準企業」

から成る必要警はない。 また 2 各企業はすべて

iま.，

業の多様化の状態も異なっているお多数の企業

からなる産業もあれば，少数食業しか存在しな

い産業もある。京寵に多様化して，多数の「準

企業Jをもっ企業もあれば 1 に特化し

f準企業Jが，そのままその金業EHきである企

あるだろう D

一般集中会変動させる饗還を明らかにするた

めに，ひとつの例として，第 i番目の企業の対

象部門全体に対するシェアを次式のように表わ

すことにする。

Si (1) Z
 

均一九
M
2
M
 CSiおお第 i番目の企業の対象部丹全体に対?る
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シ品ブ，Xj=ち/G，すなわち，第j番医

薬の対象部門全体に対するシェア〉

i番目の企業の対象部門全体?と対

るシェアと，そ

占めるシェアとの

を，名産業について合計することによって得ら

れることを示している。 したがって，s.色合大

きい順に競べて，たとえば上位 100

るときそれは上位 100社一般集中度を表わすこ

とになる。表-4が，競模JI震に上から企業を立を

べたものとすると，上位 100

のようになる。

明
計一一

円
、
叫

附

m
M

Vij 

7アJ
(2) 

(2)式含もとにして，一般集中の変動宅どもたら

ると安次のようになるだろう o 約

百五J/Yj

る各銀別建築に占める豆大企業のシ品プの

変化，すなわち儲別産業持部の競争変の変化，

そして M を変イヒさせる多様化の選幾ないし

後退である幻。 また，企業は，

いて，他企業との競争に慈つために， あ る い

は，他:謹業へ新規参入することによって

するために，合併という

アを拡大させる直接的な方法をとる

る。このような観点からみると，

動要悶として，企業合併を考えることも可能で句

あろう。

(ii) 分析の方法

前述したように;;z..イデルマンが

ターンオーバーの変動要因としてFお

いた産業構造の変化と企業会苦手を，一般集中の

変動要閣に漉用させる 10)。したがって，

もとづいて述べた一段集中毒f変動させる藷要匿

のうち，多様化の溝授ないし後退と，各個別産

業内部での譲争農の変化は考慈しない。多様化

り上げないことからは， たとえば， 木村

(21)で実証ぢれているように， 巨大企業の多

様化は2桁産業の範盟内で、とどまっている場合

がほとんどであるたみち，大きな間態は語らない

ろう。

各個別麗業における巨大金業のシェアと

との関係については，多くの開翠が生じる

だろう o 之氏イデ、fレマンは，巨大企業の現実のタ

ーンオ…パーから，室長築様造の変化と企業合併

にもとづく効果を除いた残差でbって，各個揺

るタ…ンオーパーな檎じた。アメ p

カの場合，多様イヒ合併が支脱的であるため，そ

れら 2要部の効果を除去する必要があったのでh

あろう o もし?エイデノレ?ンの方法宏一般集中

の変動に応用するならョわが閣の場合，水平合

るため，ー毅集中

ら産業構造の変免のみの効果を除去す

れば，各倍加護霊祭の集中を近年l的に表わず

指標が得

;ま，

カミし， との関連伎について

でのところ，十分に明らかにされて

いないため，こ いては本構では触れな

いことにする n したがって，…毅集中の変動か

ら産業構造の変先にもとづく効果を徐L

は， った場合に，一般集中

がどのような動きさピしたかをみる繁に用いる。

企業合併の効果を強いた後の一般築中の変動

比合併規制政策が強力に行なわれ，大聖合併

しなかった場合の結巣として考えてし泳、

だろう。

(iiO 絞計データとその修正方法

対象期聞は， 195令-80年までで，この期間をど

5年ごとに6期に草分ずる。わが国製造業にお

ける売上高で測った上位 100社が，

人売上高に対して占める比率でもって，一般集

中度合測定する。

建築構造の変化瓜一般集中の変動に与える

効果は，次のようにして拠った。 まず，

100社を 2桁分類の産業に長三分する山。次に，

当該期間中産業構造が変化しなかったという想

定2 つまり，期首年の各2桁分類鹿業の製造業

るシ且ブが，議末年でもそのまま成

立していたと Lづ想定の下で，上位 100
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の売上高規模を修正した。たとえば， トヨタ自

主の売上高は， 1950年おお6477(100万円)， 1955 

年=16961(100方向〉で、あった。 トヨタ自工が

農する輸送機器産業の幾造業全体に占める

は，出売額で~Uって 1950年には5. 14%， 1955年

は5.48%であった。 ト双タ怠工の修正後の1955

売上高規模は， 16961 x 5. 14/5.48= 15909 

く100万円〉である。 1950年の売上高は， 6477 

000万円〉のままで修正は行なわない。このよ

うにLて修正された後の規模でもって，上位

100社の順位を並べかえる。 ここで問題になる

のは，もし当該期韻中に農業構造が変化しなか

ったなら，期末年の上位 100設携成が，現実の

100社とは違っていたかも知れないと Lづ疑問

る。そこで，本稿では，現実の童書末年の上

100社だけでなく，ぞれ以下にランクされ

も含めて，上述した修正方法を適用し

た12)。 このようにして

100社搾上高の合計が， 製瀧業合計に占めるシ

アと現実の上位l∞社のそれとの差でもって，

もとづく変動部分を瀦定し

次に，企業合併によってき主じる一般集中の変

次のような方法で計算した。当該期罰の

期米年に上位100社以内にランクされた企業が，

当該期間中に合併によって獲得した規模の製造

るシェアでもって，合併にもとづ

く一般集中の変化分を表わす。もちろん，ニの

々な開題を含んでいるだろう。たとえ

ば，、もし態弱ゃに合併しなければJ上位 100詮

しなかった企業があるかも知れない。た

とえば， 1950-55年の諮問を慨にとれば，東邦

シー波ンは，この期間中に合併した締衆， 55年

100社に参入したが，合併なしの想定で

るo こ

のよう

ている場合には，合併な

位100社の構成を再確定する必要があるだろう。

支た，鶏鵠ゃに上位 100

合併が行なわれなかっ

100社内にテングされていた

可能性があるからである。こ

の期末年の第 100

このように，合併によって

が，どのように変動する

常に鶴難であるが，

る。

合併が行なわれ

ることは非

上達した計算方

用いた調査資料は，企業務資料として，三菱

総合研究所 F企業経営の分析 CI日名本邦事業成

日本経済新聞社 r会社年鑑.11， 11会社

ダイヤモンド社

非上場会社販¥!，ブンジデント社「プレジ

デンI'J，東洋経済新報社 F統計月報jJ， if'企業

主会社酉季報ふ

ク f手管題霊童袋行会社要録jJ，

系郊の研究ふ産経 f会社年鑑ふ東京商工 Fサ

チ F東高信用録.11，東京証券取引所 F上場会

通産省 r外資系企業の動向Jおよび，

r有価証券報告警.1]， 11有価証券届出

るo 全国資料は，大議翁「法人企業統

と通産省「工業統計表Jである。産業

通産

って，合併による

いくつかの企業は，この数鰻が入手

しえないため， その場合には，新設 [34J(p. 

39)による方法を定、用して，合併時点に主ざける

と被合併企業の資本金上七率に合併比率

を乗じた数値セ合併企業の売上高に掛けて，被

した。

V 分析の結果

( 0  獲業構迭の変{とiこ伴なう一般集中の変動

表-5は， 1950-80年の間の産業構造の変化

と上位100社の産業関分布の変化を示している。

産業構造の変化は，いわゆる重化学工業化宏明

確に反映している。とりわけ，識維産業の地位
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表 5 産業構造の変化

196自主手 1雪65年 1告書号年

AiBiC AIBlc 
il(jhoo. 01100. 01100/100. 01滞 .01溺ら00.011∞添付l号制11専制11草寺1100.011喜弘容1100江00.0

会 李寺 主主 13.41 101 7.17 17.号5 17114.59 12.37 11 き.4213.17 131 9.44 10.36 l告 6.44 告1.7'幸 91 5.67 10.47 71 4.26 

主義 車韮 21. 46 22135.27 16.19 l号19.1611.18 17113.06 8.82 12111. 61 6.36 81 7.54 4. 32 書 5.64 3.78 31 2.11 

量五・パノシブ 3.50 81 4.4企 4.21 61 4.09 3.86 41 2.05 3.7事 41 1.74 3肇 2事 41 1.72 3.7吉 31 1.31 3.17 31 1. 24 

1Jj夜・印諸! 3.16 01 O.告 3.31 01 0.0 2.54 01 0.0 3.10 21 0.87 2.告。 21 0‘事1 2.4'宮 21 1.01 3.18 21 1.06 

~~ 4叫 4 12. 94 14 仏語91白.9事 111 8.22 9.40 61 4.58 8.86 101 6.70 8.02 111 7.02 9.09 141 8.88 8.39 161 8.62 

石炭・石油製品 1. 39 61 3.型車 1.88 71 8.27 2.3号 81 9.77 2.77 11111.39 2.59 81 8.56 6.03 17120.69 7.09 17125.03 

コム製品 2.36 21 1.55 1.45 01 0.0 1.50 21 1. 51 1. 28 11 0.81 1.11 11 0.70 1.15 11 0.68 1.16 11 0.69 

窯業・ 土 石 3.33 41 2.75 3.44 41 3.28 3.44 41 2.35 3.50 211.11 3.58 21 0.98 3.27 11 0.56 3.92 11 0.63 

鉄 鋼 9115.66 9.63 10118.64 10.60 12118.97 9.10 1011ι10 弘51 9116.49 10.91 6114.16 8.35 7111.80 
13.03 

非鉄金環 日 7.42 4.14 61 5.78 4.3日 71 5.37 3.96 71 5.19 4.43 81 5.16 4.25 51 2.93 3.83 71 4.25 

金属製品 2‘95 11 0.60 3.23 11 0.54 3.宮2 11 0.59 4.68 01 0.0 5.40 01 O.む 4.26 11 0.40 4.虫7 11 0.38 

一般機滋 4.81 11 0.32 4.61 21 1.1草 7.79 21 1.01 7.45 11 0.77 弘幸5 4' 3.04 弘16 31 2.30 8.22 21 1. 38 

10113.36 10.62 

精密機器

そ 長ヨ 後

2主3

表 6 譲渡業構造の変化・企業合併・一般集中の変動

(%ポイント) 1950-55年 55-60年 60-65年 165ー70年 70-75年 75…80年

上位 100社 集中皮の変動 IA) 16.3 一3.8 2.7 0.1 0.7 …0.8 

産 業 構 造 の変化による変動{fUlCB) ) 
0.3 1.8 -0.8 0.4 1.8 1.6 
。隣 8 2.3 -0.6 0.5 2.2 1.7 

企業合併による変動(別 0.2 0.3 1.0 1.4 0.3 0.2 
産業構造が琵ーの場合の変動{思) -16.6 一弘吉 3.5 -0.5 1.1 -2.4 
大整合併が波利された主義合の変動 IFI …16.る 一ι1 1.7 -1.5 0.4 -1.0 

注〉企業合併による変数 (D)，ま，たとえば1事50-55若手の場合参 1951写会';55年までの5年認に主主むた会主警にもとづいて
いる。

怒下，それに反して，電気およ

のウェイトの増大，そしてオイル e シ辺ツグに

よる石炭・石油差益品産業の1970-75年にかけて

のシェアの大幅増大が顕著な特徴としてうかが

える。上位 100社の産業構成の変化は，もっと

激しいものであった。たとえば，繊維は1950年

には22社，売上高構成で35.27%であっ

1980年には3牡でわずか2.11%占める

い。食料品，紙ーパルプも極めて地位器下が激

しし る。他方，電気機器は1950年の 3

3.43%から， 1980年には 14社16.13%へき

数でも売上高構成比でも約5告にふくれあがっ

て¥， ，;~)o 輸送機器も約30年間に社数では11社か

ら18社へと，約2倍弱の増加に過ぎないが，

シェアでは7.69%から 22.00%へ約3

成長である。また，石炭・石油製品は， 1970… 

75年の期間に 8社 8.56%から17社 20.69%へ

し，さらに1980年時点では 17社 25.03%設

で拡大している o このように，

は，製連業全体にわたって大き

きたが，上位 100在への影響i丸 は る

を上回るものであった。このような
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も，産業構造の変化が一般集中の変動に及ぼす

効果の大きさをうかがL、知ることができる。

表-6は，前室告で示した方法で，修正をず?な

って得られた結果である。((A)t穏は，褒… 1の

上位100社集中度の各期間における変化分であ

る。) (B)欄の産業構造の変イとにもとづく変化分

をみると， 1960-65年の戴題に0.8%ポイント

器下した以外は，すべての期間で上昇してい

る。すなわち，産業構造の変化は，一般集中を

上昇させる方向にi動いたと考えてL、いだろう。

これまでの分析では，とりわけ1950← 55年の期

間の一般集中の急激な主主下は，産業構造の大穏

な変イとによるものであると説明されてiきた。し

かし，この揺障においても，産業構造の変イとは

一般集中を上昇させていたというべきであろ

う。 1955-60年， 70-75年，さらに75-80年の

期闘ではE その上昇幅はかなり大きなものであ

る。 (c)機は，賠末年の 100社構成を変化させず

に，産業構造の変化の効果を修正した結果を，

参考のために示したものである。その効果は，

(紛欄よりも，わずかに大きいが，趨勢はほぼ同

様である。

00 企業合併に伴なう一般集中の変動

7は 5年ごとの年平均合併件数の推移

をど示している。わが盟全体の企業合併の推移

は型 1950年試降， 1971-75年まで一貫して増加

してきたが， 76-80年の慰問では少し減少して

L 品。各嬉来年の上位 1∞社による合併件数を

みると， 1961-65年の露関が年平均8.0件で最

になっている。この持難には，それ以前のぬ

と比べて，大主主合併が非常に多数行なわれ

たことがわかる。その後もき 1975年まではかな

りの大援会鮮が実現したが， 1976年以降は再び

している13)

6の(D)摘は，前節で示された修正方法を

沼いて合併による一般集中の変動を算出した結

る。もちろん，どの黙簡も合併は一般集

鳴きている。とりわけ， 196令-65年，

で，その上昇効果が大きかった

る。すなわち 2 大葉会静が一鐙集中

したことが，統許数字でもって註

よる効果と比べて

よる効果の方が大き

(iii) 農業構造がj湾ーの場合の…鍛

変動

現実の一般集中の変動から，

に伴なう効果を捻くことによって，

中に再ー産業構造が持続さ

やの

の変動を推測することができる。議u定結果li，

表-6の(E)議である。 ((E)識は， (A)鶏から鱗穣

を号I¥，、てもとめられる。〉産業構造が変化しな

い場合，わが霞の一般集中は， 1960-65年の期

関のみ上昇し，他の難問はすべて

器下していたことになる。 1965年
年平均合併件数の推移

以降，その低下の度合いは大きく
吉1-65年初-70年 171-75年 176-80年|

812. ~ 1. 039. 2 1 1. 068. 4 1 936.4 1なっていたはずである。
&号 6.21 5.81 3.4| 向表の(A)構と偶嶺ないし，同欄

と担)欄を比較すると，産業構造の

変化が一般集中に及ぼす効果は，
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1950-55年の期間もど除いて，他の顕簡ではかな

り大きかったといえるだろう。しかし， (B)識と

(E)欄の数髄の絶対値を各期聞について比較する

と， 1970…75年の期題以外はすべて極欄のガが

大きくなっている。この結果は，

動は，産業構造の変化以外の要因によって，よ

り大きな影響を受けたことを示していると

てL、L、かも知れない。

Civ) 合併規制lが行なわれた場合の一般集中

の変動

表-6倒欄は，企業合併が行なわれなかった

と想定した場合の一殻集中の変動状況合示して

いる c ((F)識はき (A)欄から締穣を差引L、てもと

められる。) ¥， 命、かえれば， 独禁政策当局によ

って大型合併が発念に規制さ

中の動向と考えてL命、だろう。 (A)欄と的轄を北

較すると，略者に大きな議選は見い出せない。

企業合併は，わが誼では一般集中の変動に大き

もたなかったといえるだろうむただ，

1960-65年の期間は合併が規制されていれば，

[~ì 釈〕

。ジャックマンエロ γ・ジョン(l9J(pp.吉8ー告の

では，“悲xtra‘marketpow母r"とL、う用語でも

って表現されている。

2) ブレア C8 J (part 1)による{市場集中ふ「王監

「コング p-マザット集中Jおよび fー

の諸概念は，愛美集中と…般集中とを

関連させるうえで，有益な概念になるものと考

えられる。

3) 集中指標会紹介した研究として，たとえばブ…

ロノピッチ=ソーャーC1Jがある。 家主ニ，

最i誌の研究に， デイビス(10，11J. ソーヤー

[32Jやコーワ (25Jがある。ハナおおケイ (14J

(pp. 48-50)には，集中指擦がもつべき必要条

件がいくつか述べられている。

4) 上位 100社が特別意味があるわけではない。ア

メジフ与の研究は，上位200社を対象にしたもの

がきbい。その浬由は，バーヲ=ミーンズの研究

一般集中の上昇はかなり小さいものになったは

ずである。また， 1965-70年の期間は，一般集

中の抵下が，現実舘よりももう少し大縞になっ

ていたであろうの

VI 結びに て

わが臨製造業における院大企業の

経済力集中を上位 1∞社一毅集中皮で測定い

それが戦後30年間にわたって，どのよう

によって変動してきたかセ考察した。

を要約することによって，結びにかえることに

するc

1.産業構造の変化も企業合併も， 8大企業の

させる要因である。

2.8大企業の経済力集中合増大させる効

は，企業合併に比べ，

きい。

3.J.!設業構造の変化と企業合併によっては，説

携し切れない一般集中の変動部分があるc 他の

も検討する必要があるだろう。

〈龍谷大学助教授〉

が200社役対象にしていたからである。

上位 100社きと対象にしたのは，従来のわが閣の

研究が，公取委調革まも含めて， 100稔きどとって

診たため，それにしたがっただけマある。

5) 幾多義構造の変化と豆大企業のタ…ンオーパーお

よびモどザディとの関係を分析した研究は，い

くらか孝子主記する。岩崎 [18Jと井口 (16Jに詳

しくレビ品ーされている。

6) 捻E続出土井(l7J (部・ 76-77)によれば F.

T.C. Iによっても， 企業合併と一般集中の変動

の関係会i，品ンピリカノしに研究iきれているらし

い。また，立ング Pマリット合併と一般集中と

の関係に関するサ←ベイが， ミューラーによっ

て行なわれているらし~'.これらの文献は入手

しえなかったので，本織では取り上げなかっ

た。 CF.T. C.， Economic Retort on Corporate 

Mergers， U. S. Government Printing Office. 
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1969. D. C. Mueller，“The Effects of Con剛

glom母rate Mergers: A Survey of t恥

Empi説明1Evid悲nc邑 Jo誌ダ持al01 Ba持ki匁g

and Finance， D悲C邑mb母r1977.) 

7) ハナコエケ干の分析方法に支守する批判が，ハート

やプレーによ q て行なわれている。そのひとつ

の論点は，分析に潟いられた対象企業が 2終点

間で築なり，その原閣の大部分が企業合併から

生じているということである。したがって，

般集中の変動に企業合併が大きく貢献したとい

う結果が生じたという批判である。ハートやプ

レーによる批判，および彼らに対するハナ二三ケ

イの反論i'J:.， Journal 01 lndustrial Economics 

誌ぬき1年 3fl手警に襲鍔されている。

8) 豆大企業の行動がE霊祭緩遺言と変化させる 1要密

なのか，それとも事在大企業は産業構造の変化

に対して，まったく受動的にしか作用しないの

かについては議論がわかれると思われる。ここ

では，巨大企業であっても渡業構造の変化によ

る影響を一方的に受けいれていると仮定する。

9) M が変化 -後退もあるだ

ろう。すなわち，たとえば，第 1企業の場合，

念書義の棺対的効率性である。立霊祭成長率の産業

濁格蓬比産業携迭の変化のひとつの指標と考

えることができるであろう。したがって，この

喜善西冷， (1)， (2)式でし、えば， おJ !l)変化として

表わされると考えてL決、だろう。政府による民

間企業の研究開発活動に対する援助応アメ予

カの場合，軍事技術の開発と関i壌が深く，国防

省を通じて多くがなされている。わが闘では，

このような政府活動が小きいため，余り問題に

ならないであろう。最後の巨大企業の相対的効

率伎は， (1)あるいは(2)式では， 官官j!Yjに反挟

されると考えてL市、だろう。

11) 2桁産業に分類したのは，木村 (21]でヌヌされ

ているように，わが留の企業の多様化は 2務

分類の範間内にとどまっている機会が多いた

め，多様化の効果が余ち出てこないようにする

ためであったこ。 エイデルマン C 3 J (p. 395) 

は 2桁主主主震による区分を， より詳細に，たと

えば 3ないし 4桁分類産業による区分に後突し

たとしても，大きな差違は生じないと述べてい

;;'0 

12) 企業合併にもとづく筏大企業

首11.……，苦1j，……，V1M の分布の変化で衰 の参入・退出については，井口口討をと参照。

オフされるものである。しかし，この効果は 13) とりわけ大裂合併が盛んであったのは， 1961-

的 j!Yjで表わされると考えていし、だろう。 均等にかけてであった。このことは，各綴織の

10) シェファードはむくpp.115-117)は，豆大金 銭没年に上位l合o社にラングされていた会炎筒

業のターンオーバーをもたらす重要潟として，次 立との合併が， 1961-65年には3件， 1966-70年

の4つをあげてL、;;'0E霊祭成長本企業合併， には 5件あったことからも推測しうる。

研究開発活動に対する政府の援助，そして巨大
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